
 











技 術 概 要 

技術概要 アニマルガード工法 担当部署 技術部 

NETIS 登録番号 CB-110023-A 担当者 中村 剛 

社名 日本植生株式会社 電話番号 0868-28-0251 

技術の概要 1. 技術の背景 

近年のニホンジカ（以下シカ）の頭数増加と分布域拡大に伴い，植生工の食害が西日本

を中心に深刻化しています。従来は，のり面へのシカの食害を防止するために，外周を侵

入防止柵で囲む方法が一般的でした。しかしながら，侵入防止柵は，のり面上の施工に手

間を要する上，一個所の突破が全体の機能喪失につながることから，施工後の点検維持

管理が不可欠でした。そうした中，のり面の植生を確実にシカの食害から保護する技術の

確立が望まれていました。 

 

2. 技術の内容 

のり面緑化用の獣害対策工「アニマルガード工法」は，植生工を施工した後，縦・横 1m

間隔で高さ 23cm（標準型），もしくは 28cm（強化型）の支持材（ハイトキーパー）を設置し，こ

の上をシカの口吻よりも小さな目合いの，獣害対策専用金網で覆うことにより，食害が地際

に及ぶことを防止する工法です。植生基盤の踏み荒らしが軽減されるため，のり面の植生

を健全に維持します。 

 

3. 技術の効果 

本工法は，金網を浮かせて設置することから，金網を施工面に密着させる方法に比べ，

良好な植生を維持することができます。また，シカの執拗な攻撃により，万一金網が破損し

た場合も，食害は破損個所周辺にとどまり，拡大することがありません。そのため設置後の

定期的な点検や維持管理は不要となります。さらに，単純な構造で施工が容易なため，従

来技術の侵入防止柵に比べて短期間かつ低コストで施工することが可能です。 

 

4. 技術の適用範囲 

本工法は，すべての植生工に適用可能ですが，吹付工と併用する場合は,金網設置の作

業時に生育基盤を踏み荒らすため,植生マット・植生シート工との併用を推奨します。 

シカ等の生育密度が高く,対策をしなければ植生の成立が見込めない地域や， 侵入防

止柵の設置が特に困難な,急峻な斜面において特に有効です。その一方で，金網設置の支

障となるため，高さ 20cm 以上の草木が生えている個所では施工できません。また設置後

は，刈り払い作業の支障となるため,草刈りの必要な個所での施工を避けて下さい。 

積雪深が 0.5m 未満の地域では標準型ハイトキーパーを，1.0m 未満の地域では強化型

ハイトキーパーを使用し，積雪深が 1.0m を越える地域においては，本工法を適用すること

ができません。 

 

5. 活用実績 （平成 29 年 3 月末時点） 

   国の機関  25 件（九州 0 件） 

   自治体   152 件（九州 12 件） 

   民間      2 件（九州 0 件） 



6. 写真・図・表 

 

 

吹付法枠工との併用事例 

枠内に 1個所ハイトキーパーを設置する。 



















技術名称 小口止用サイドブロック 担当部署 研究開発課

NETIS登録番号 QS-140005-A 担当者 島　佳奈子

社名等 インフラテック株式会社 電話番号 050-3085-9434

技術の概要

国の機関　 76　件　（九州　　75件　、九州以外　1件　）　
自治体 　　2650　件　（九州　2000件　、九州以外　650件　）　
民　 間　　89　件　（九州　　80件　、九州以外　9件　）　

　河川護岸やブロック積み擁壁などにおいて、両端が侵食され破壊するのを防護す
るために小口止工が設けられます。従来は、現場打ち工でコンパネなどの型枠を設
置して形成されていましたが、養生による工程待ちや高所作業により安全性が損な
われている現状がありました。そこで、型枠の設置、撤去が不要で、ブロック積み
とほぼ同時に施工でき、施工性、安全性の向上を期待し、小口止工のコンクリート
二次製品を開発しました。

・本製品は、前面ブロック、背面ブロック、側壁部はGRC製の薄肉版を使用してお
り、型枠工などの熟練工を必要とせず、施工性、安全性を向上させた製品です。
・型枠の設置・撤去・養生期間が不要なため、工期短縮が可能です。
・製品重量は、100kg程度で、積みブロックを施工する重機で設置可能です。

１．技術開発の背景及び契機

技 術 概 要 

３．技術の効果

・型枠の設置、撤去が不要なため、工期短縮が可能です。
・現場打ちでの足場支保工が不要なので、ブロック積みと同時施工が可能なため、
高所作業が軽減でき、安全性、施工性が向上します。

４．技術の適用範囲

河川護岸、ブロック積み擁壁の小口止工、横帯工の形成に使用できます。
・適用寸法：幅300mm
・適用勾配：1:0.3～0.5

２．技術の内容

５．活用実績



写真・図・表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊製品規格

　＊製品構造イメージ 　＊施工手順



技術概要 

 

技 術 名 称 「省力化かご工」ハイパーマット多段積型 

 

NETIS 登録番号 CG-110022-VE 

 

会 社 名 共和ハーモテック（株） 部 署 名 九州支店 

住 所 熊本県熊本市中央区大江 6丁目 24 番 13 号（天神コーポラス 2階） 

電 話 ・ F A X Ｔ Ｅ Ｌ 096-364-5900 Ｆ Ａ Ｘ 096-364-5901 

開発趣旨・目的 従来から使用されている、ふとんかごの耐久性や強度を改良した階段積のかご工法で 

す。  

従来技術のふとんかごは、一般に φ3.2 ㎜、φ4.0 ㎜の亜鉛めっき鉄線(SWMGS-3)の

ひし形金網でかご体を構成されており、自立性に乏しい為、組立時に仮設補強等などの

施工手間を必要としました。  

本技術では、製品本体を亜鉛アルミ合金先めっき溶接金網で構成し、また、自立する

構造にすることにより、施工性と経済性の向上を可能にしました。 

技 術 の 概 要 法尻保護工、護岸工、羽口工、流路工、山腹工、土留工などで利用できるかご工法。 

φ5 ㎜を主体とした亜鉛アルミ合金先めっき溶接金網でかご体を構成することで、従

来技術に比べ剛性を高めています。また、あらかじめ製造工場においてかごの形状を U 

型に加工することで、製品敷設時にかご体が自立する構造を実現しました。これによっ

て、従来技術で必要であった仮設補強等の施工手間を省くことで、工程短縮と工費削減

を実現しました。  

金網を構成する線材には、亜鉛アルミ合金めっきを採用しており、大気中で 50 年以上、 

河川で 30 年以上の耐久性を確保しています。 

 

    
U 字型に加工し自立構造した金網構造  法尻保護工（多段積型） 

 

適用範囲(条件) ① 適用可能な範囲  

・直高 5 ｍ以下の箇所（ただし緩勾配で安定計算を実施の上、安全が確かめられた場合

に限り直高 5ｍ以上も可）  

・1：0.3 より緩い積み勾配  

②特に効果の高い適用範囲  

・現場付近で現地発生の礫、コンクリート塊など中詰材の入手が可能な箇所  

・耐久性（大気中で５０年以上、河川で３０年以上）が要求される箇所 

・大型重機が入らない個所  

③適用できない範囲  

特別な腐食環境下  

・酸性土壌で構成されている区間（ｐＨ５以下の区間）  

・塩分濃度の高い区分（塩素イオン濃度が年平均 450mg/l 以上）  

・背面土が腐食土で構成されている区間 



技 術 の 効 果 ・製品本体を溶接金網で構成している為、金網の面外剛性が高く、組み立て・石詰時の

かごの補強工程が不要となり、工程が短縮しました。  

・製品をあらかじめ U 型に加工することで、かごの正背面網が自立し、組立工程が短縮

しました。  

・石詰め・組立工程の短縮から、施工歩掛が削減され、コスト縮減を実現しました。  

・線材に亜鉛アルミ合金めっきを採用することで耐久性が向上しました。 

 

構 造 図 多段積型              

 
施 工 事 例  

   
  法尻保護工（多段積型）       護岸工（ＫＭ型） 

  
   （大型ハイパーマット）      （吊り式ハイパーマット） 

 

活 用 実 績 国土交通省  209 件 

その他公共機関 1562 件 

民間等  146 件 

（2017 年 6 月 6日現在） 

 



技 術 概 要 

技術 事後評価済み技術

名称 (2011.09.06)

推奨 準推奨 評価促進 活用促進
技術 技術 技術 技術

(2015.6.19～)

活用促進 設計比較 少実績
技術(旧) 対象技術 優良技術

(2013.6.14～
(2011.9.6
～

2015.6.18) 2013.6.13
有 有 有

デコメッシュ 登録No.

技術の位置付け（有用な新技術）

事前審査
事後評価

試行実証評価 活用効果評価

KT-070100-VE

九州支店

熊本県熊本市東区戸島6-26-15
ＴＥＬ：096-389-1895

少実績優良技術 H23.9.6～H25.6.13

活用効果調査は不要です。
（フィールド提供型、テーマ
設定型で活用する場合を除
く。）

活用効果調査入力様式 適用期間等

-VE

－

活用効果調査が不要な技術です。(VE)

活用促進技術 H27.6.19～

設計比較対象技術 H25.6.14～H27.6.18

旧実施要領における技術の位置付け

③公共工事のどこに適用できるのか?

　・高さ0.5mタイプのデコメッシュAタイプ(DM5-100)、およびデコメッシュBタイプ(BM5-100)もある。

　・コンクリート擁壁工事

　・砂防堰堤、ダム提工事

　・耐震補強壁工事

　・老朽化モルタル吹付け法面の補強工事

　・河川護岸

④その他

　・高耐食性の特殊鋼製金網(ブラインドメッシュ)の使用により、超軽量化(8.5kg./㎡/枚)を実現(デコメッ
シュAタイプ、DM10-100の場合)。

　・金網に意匠性のある凹凸をつける事により、コンクリート打設と同時に石積み状の出来型となる。

　・意匠性が無いフラットタイプのデコメッシュBタイプもある。

概要

①何について何をする技術なのか?

　・現場打ちコンクリート構造物の残存化粧型枠(埋設型枠)。

②従来はどのような技術で対応していたのか?

　・コンクリート二次製品等による残存型枠や、仮設型枠(合板型枠・鋼製型枠・化粧型枠)を使用していた。

　・付属品でセパ溶接や単管等の仮設支保材を使用せずに組立て設置が可能となる支保システムがある。

　・特殊鋼製金網によりコンクリート打設時に余剰水や、気泡を速やかに排除でき、均一なコンクリートの
品質を確保できる。

適用範囲

①適用可能な範囲

　・全てのコンクリート擁壁、砂防堰堤、石積み工の代替、河川護岸、老朽モルタル吹付けのり面、石積の
補強など。

③適用できない範囲

　・特になし

②特に効果の高い適用範囲

　・建設機械が入れない狭い場所

　・緊急性を要する箇所









技術名称 
陸上設置型フラップゲート式防潮堤 

「neo RiSe」 
担当部署 

社会インフラ事業本部  

鉄構・防災営業統括部 西日本営業部 

NETIS 登録番号 KK-120055-A 担当者 山本 智充 

社名 日立造船株式会社 電話番号 06-6569-0064 

 技術の概要 

neo RiSe とは
no energy ，no operation ， Rising Seawall の略で
“ 無動力”かつ“人為操作を必要とせず”に“自立”する“防潮壁” 
無動力かつ人為操作なしに開口部閉塞を可能とすることを最大の特長とする新しいタイプの 

津波・高潮防災設備です。 

 

１．技術開発の背景および契機 

 近年、国内・外において水災害は頻発・激甚化する傾向にあり、効果的な水災対策の必要性が高

まっている。 また、東日本大震災では水門等防災ハード対策のみに依存した防災施策の限界と、

「素早い避難」の重要性を学んだ。 これらを踏まえ、今後の水災対策等の防災ハードは、確実な情

報伝達等のソフト対策と一体となった施策とし、「素早い避難」の確保を後押しする対策として位置づ

けるべきであると考えられている。 当社では、さらに４つの特徴、 ①操作に危険を伴わない（安全

性） ②確実に可動する（信頼性） ③日常の活動の邪魔にならない（使用性） ④維持管理の負担

が少ない（持続可能性） 以上をバランス良く併せ持つことが重要と考え、開発の評価指標とした。 
 

２．技術の内容 

・動力や人力を使わず浸水により発生する浮力で自然に起立し浸水を堰き止める。 

・起立・倒伏動作は水位に追従した滑らかな動作を実現。 

・扉体は頑強で、大型車両の通行も可能。 

・シンプルな機器構成で故障しにくい。 
 

３．技術の効果 

・操作不要のため、操作者が危険にさらされず、操作遅れや操作ミス等の人的失敗リスクがない。 

・避難行動を妨げず、緊急時にはぎりぎりまで避難路として利用できる。 

・電力や通信インフラに深刻な被害が生じた場合でも、確実に機能を発揮する。 

・日常生活や産業活動の邪魔にならず、維持管理の負担を軽減できる。 
 

４．技術の適用範囲 

・防潮堤開口部や河川堤防開口部に設置される陸閘ゲート。 

・立体交差部のボックスカルバート内に設置される陸閘ゲート。 

・ビルや地下街、地下駐車場入口等に設置される防水扉。 
 

５．活用実績（2017 年 9 月末現在） 

国の機関  18 件 

自治体    34 件 

民間     37 件 

 



・実用化の状況

(1) 陸閘など車両通行部採用事例 ： 設置完了４６基、 施工中２０基

(2) 建築物出入口などへの採用事例 ： 設置完了２０基、 施工中３基

・適用範囲（寸法）

 幅幅 1.25ｍ ～ 20.0ｍ               高 0.5ｍ ～ 4.0ｍ(4.1ｍ施工中)

・今後の展開

(1) 4 方水密方式の普及（立体交差・トンネル向け等） 

 

 

 

 

 

 

(2) 超長径間タイプの普及（防潮堤高軽減・河口向け等） 

 

 

 

 

2015.10 完成 撫養港海岸 2014.4 完成 日和佐港 

手動起立状態 

2015.3 完成 豊益地区 

手動起立状態 

 2013.5 完成  Hitz 南港本社   2014.12 完成 大阪市内 

～                 ～ 



技術分類

技術名称 ジオタイザー
®
による軟弱土改良 担当部署 大分製鐵所/スラグ営業室

NETIS登録番号 KT-150041-A 担当者 大分製鐵所/北島　博文

社名等 新日鐵住金㈱ 電話番号 大分製鐵所/097-553-2606

技術の概要

国の機関　　 －　 件　（九州　　－件　、九州以外　－件　）　
自治体　　 　44　  件　（九州　　44件　、九州以外　－件　）　
民　 間　　　337　 件　（九州　337件　、九州以外　－件　）　

※大分製鐵所での3年間の販売管理実績分

【特長1】石灰系粒度調整材
【特長2】リサイクル資材
【特長3】(一財)土木研究センターによる審査証明書

　ジオタイザー
®
は、製鋼スラグを原料とする石灰系粒度調整材である。陸域における軟弱土（建設

残土、農地土などの泥土）に混合して利用可能な土に改良することができる。従来の改良材 （セメ
ントや石灰など）に比べ粉塵が少なく、また安価なため工事費の削減が可能である。改良土は転圧
性に優れ、また過度に固化せず再掘削性を有している。
（一財）土木研究センターによる建設技術審査証明書(建技審査第1305号)を取得。

３．技術の効果

・材料費が安価となるので、建設コスト縮減により、経済性の向上が図れる。
・粒度改善効果が得られるため、早期強度発現が可能となり、施工性の向上が図れる。
・施工時の粉塵が殆どなくなるので、防塵対策が不要となり、作業環境が向上する。
・副産物を利用するので、ＣＯ2排出量を抑制できる。

４．技術の適用範囲

・埋戻し、裏込め、道路用盛土（路体、路床）、路床改良、河川築堤、公園・緑地等の造成、
　宅地造成、埋立、等。

（ジオタイザー
®
で改良を行うとセメント系・石灰系改良材に比べ土量が増えるので、盛土等で購入

土が必要な箇所には最適です。）

５．活用実績

技 術 概 要 書　（様式）

安全・防災　　維持管理 　環境　　コスト　　ICT　　品質　　　（該当する分類に〇を付けてください）

１．技術開発の背景及び契機

　工事に伴って発生する軟弱な建設発生土の再利用は重要な課題となっており、従来はセメント
系・石灰系改良材で改良を行った上で、現場内等で活用してきたが、改良材の製造過程における
地球環境への負荷や、改良材の発塵による作業環境の悪化という課題があった。そこで、鉄を製

造する際に副産物として発生する製鋼スラグを用いた軟弱土改良材（ジオタイザー
®
）を開発するに

至った。ジオタイザー
®
は粒状であるため発塵が少なく、副産物のためコストも安価であり、セメント

系・石灰系改良材の製造過程で発生するCO2排出量の抑制効果もある。また、粒度改善効果によ
り転圧性に優れ、早期強度発現が可能となり施工性の向上も図れる資材である。

２．技術の内容

※別紙２



６．写真・図・表

［製品概要］
ジオタイザー®は、製鋼スラグを原料とする石灰系粒度調整材です。陸域における軟弱土（建設発生土、農地土などの泥土）

に混合して利用可能な土に改良することが出来ます。従来の改良材（セメントや石灰）に比べて粉塵が少なく作業環境の改

善が図られ、また安価なため工事費の縮減が可能です。改良土は転圧性に優れ、また過度に固化せず再掘削性を有してい

ます。施工については、従来の改良材（セメントや石灰）と同じ工法が採用出来ます。

［施工フロー］

補足）
1.ジオタイザー®の配合量は、改良土に要求される強度指標と締固め性能、及び原土の性状を考慮して配合試験により求めます。
2.要求される強度により、施工後の養生が必要となります。

敷き均し厚さ確認 締め固め混合ジオタイザー®敷き均し区画割り

＜ジオタイザー®＞＜セメント系・石灰系＞

①粒状体のため粉塵が少ない

ジオタイザーは粒状体のため、粉塵が少なく扱いが容易

③ボリュームアップにより購入土費が削減

［主な特長］

［主な特性］
①スラグ粒子による粒度改善により締固め性向上（物理的）
②スラグ粒子による骨格形成により強度向上（物理的）
③スラグ粒子に含まれる石灰分（CaO,Ca（OH）2）
により強度向上（化学的：吸水,固化）

＜混合率とＣＢＲの関係の一例 ＜混合率と一軸圧縮強さの関係の一例＞ ＜粒度改善効果の一例＞

注）ジオタイザー®を用いた改良土の特性は、セメント系・石灰系固化材を用いた改良土と同様に軟弱土（原土）の特性に左右されます。

up
ｼﾞｵﾀｲｻﾞｰ

ｾﾒﾝﾄ系改良材

50～100ｋｇ/ｍ3 0.2～1.0ｍ3/ｍ3

④Co2排出量を大幅に抑制

18.8

0

Ｄown

②材料費が安価



技術名称 JETCRETE(ｼﾞｪｯﾄｸﾘｰﾄ)工法 担当部署 九州支店　技術営業部

TIS登録番号 KT-170003-Ａ 担当者 冨田　圭一

社名等 ケミカルグラウト株式会社 電話番号 092-282-6618

技術の概要

国の機関　　　９　件　（九州　３　件　、九州以外　　　６件　）　
自治体　　　 ４８　件　（九州　２　件　、九州以外　  ４６件　）　
民　 間　　 １６２　件　（九州　２　件　、九州以外　１６０件　）　

技　術　概　要

 『従来の決められた施工仕様から強度、改良径、形状等を任意に設定できる地盤改良工法へ』
  従来のジェットグラウトの考え方とは全く異なる「オーダーメイドシステム」です。
独自のツールスを製作することで噴流の効率化に成功、固化材の配合、噴射量、噴射圧力を
自由に組み合わせることで改良体の強度、改良径のコントロールが可能となりました。
　また、従来より小型な機械設備を組合せ、低吐出、短時間で造成することもでき、固化材と排
泥量の減量化が図られ、環境負荷が少ないため、トータルコストダウンが可能となりました。
　JETCRETEは、お客様の多様な品質要求にお応えできる「オーダーメイドシステム」です。

３．技術の効果

(1)経済性・施工性の向上
　　必要最低限の改良強度と効率的な形状や径による合理的な設計・施工が可能
(2)工程短縮
　　経済的な改良配置　施工本数が減り施工効率向上
(3)品質
　　先端モニター、ノズルが改善、切削・混合効率が向上
(4)周辺環境への影響
　　合理的な設計・施工が可能になり、現場で発生する産業廃棄物も抑制
(5)その他(矩形改良体の造成)
　　固化材の噴射圧力、吐出量を一定のまま、ロッドの回転速度を(角速度)を複数回、自在に変
えることで中心からの改良径を変えることができ自由形状の改良体を造成することが可能

４．技術の適用範囲

　改良体径：有効径を任意に設定できる(最大でφ8.5m)
　最大施工：深度：80ｍ以下

　適用地盤：砂質土N値≦150、粘性土N値≦7(左記最大N値を超え場合、粘着力が50KN/ｍ
2
を

　　　　　　　　超える場合は試験施工による改良体の出来形を確認し適用)

　改良強度：任意に設定(0.5～10MN/m
2
以上まで)

　特に効果が高い適用範囲：
　　　　　　　　①高品質・高強度が必要とされる地盤改良
　　　　　　　　②既設建物・構造物を使用しながらの耐震補強・液状化対策工事
　　　　　　　　③空頭制限や建物内、狭隘部での地盤改良

５．活用実績(2017年8月現在)

１．技術開発の背景及び契機

　南海トラフ巨大地震や首都圏地下地震への防災、減災対策は喫緊の課題であり国土強靭化
対策が図られています。
　JETCRETEは、お客様のニーズにきめ細かくお答えできるよう、50年近くに及ぶジェットグラウ
ト技術の経験と蓄積された技術、斬新な発想によるたゆまない技術の研鑽と分析により、常に
新しい技術を取り入れ成長を続けている地盤改良技術です。仮設から本設まで幅広く適応でき
るJETCRETEは、国土強靭化を含む広義の社会基盤整備に対して、効率的かつ経済的に貢献
することが出来る技術であると確信しています。

２．技術の内容



写真・図・表

超小型機械
・本体重量

0.18 t

・本体L×W×H

500×550×1,200

小型機械
・本体重量
0.8 t
・本体L×W×H
1,500×900×1,200
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